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研究成果の概要（和文）：本研究は、限定合理的主体の帰納的学習と集合知メカニズムの関係を明らかにするこ
とを目的とし、コミュニケーションによる学習プロセスと情報提供システムの分析を行った。研究では、戦略的
議論モデルを用いたコミュニケーション分析や、資産市場取引実験を通じた情報提供と環境変化が市場参加者の
行動に与える影響の検証が行われた。結果、短期的信念情報の提供は資産価格の変動を促進し、長期的信念情報
の提供は価格の安定化を助けることが示された。また、情報共有システムや発話権取引の制度設計を通じて、情
報共有メカニズムの効果を比較・検証した。

研究成果の概要（英文）：This study aims to elucidate the relationship between inductive learning of 
boundedly rational agents and collective intelligence mechanisms by analyzing the learning processes
 through communication and information provision systems. The research involved communication 
analysis using a strategic argumentation model and examining the impact of information provision and
 environmental changes on market participants' behavior through asset market trading experiments. 
The results showed that the provision of short-term belief information promotes asset price 
fluctuations, while the provision of long-term belief information helps stabilize prices. 
Additionally, the effects of information sharing mechanisms were compared and examined through the 
design of information sharing systems and speech right trading systems.

研究分野：理論経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、限定合理的主体の帰納的学習と集合知メカニズムの関係を明らかにすることを目的として、コミュニ
ケーションと情報提供システムを分析した点で学術的意義が高い。特に、帰納的ゲーム理論の発展により、限定
合理的主体の学習と認識形成過程を詳細に解明し、戦略的議論モデルを用いたコミュニケーション分析によっ
て、意思決定プロセスへの影響を検証した。社会的意義としては、情報提供の方法が市場の安定性や価格形成に
及ぼす影響を実証したことで、効果的な情報共有システムや発言権取引の設計に寄与し、実際の経済システムや
政策設計に応用可能な知見を提供する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
本研究では、ゲーム理論や意思決定理論における合理的主体の想定から離れ、認知能力に限定
合理的制約を抱えている主体が集まる社会において、知識や情報を集約し個々の意思決定を支
援する「集合知」を対象にする。この背景として、 近年の GDP の 7 割を占めるサービス産業
の多くが「経験財」を供給していることが挙げられる。ここで経験財とは、消費から得られる効
用を消費経験なしには評価できない財を指す。また、過去に消費を行っていても、消費のタイミ
ングや消費者の経験の蓄積で評価が変化する財も含まれる。たとえば大学教育を考えると、学生
は講義から得られる効用を事前に評価できない。また、同じ学生が同じ講義を受講しても、入学
直後と卒業直前では知識の蓄積の違いから、その評価も異なる。それにも関わらず、標準的な経
済学では財から得られる効用は消費前に完全に評価でき、その評価は変化しないと想定する。 
このように意思決定主体は、環境の変化や時間を通じて評価を変化させる可能性もある上に、
現在直面している環境ですら、正確に認識し理解することが難しい。このため、似たような状況
の経験を積み重ねることで一定の認識が蓄積され記憶が強化される。こうした主体の特性を捉
えるために近年、帰納的ゲーム理論の研究が進められ、本研究代表者もその研究に参加（船木・
石川共編著「制度と認識の経済学」NTT 出版）してきた。この理論を発展させることで、限定
合理的主体がどのように学習し認識を形成していくかの分析が進む。 
一方で近年、レビューシステムや評価システムが社会に普及していることから、「推薦システ
ム」そのものの研究（例えば廣瀬「推薦システム」共立出版等）が情報科学や統計学を中心に進
められている。推薦システムの多くは消費者の経験情報をもとに構築させるシステムなため、情
報の偏りは良質な推薦情報の構築を阻むことになる。このように、意思決定主体の帰納的学習と
推薦システムに代表される集合知メカニズムをどのように結びつけるかを考察する必要性が生
じている。 
 
２．研究の目的 
 このような現状を踏まえて本研究では、限定合理的主体の帰納的学習と、そのような主体から
構築される情報提供システムを集合知メカニズムの分析を目的とする。特に、「主体の学習」と
集合知を形成する「知識提供」の分析を行うため、（言語）コミュニケーションによる学習を考
え、そのために研究代表者が進める「帰納的ゲーム論理」を発展させる。帰納的ゲーム論理では、
その定式化に様相論理学で扱う「命題」を用いる。これにより、個々の主体の社会認識やその認
識に基づく推論、及び新しい情報を獲得した際の認識の改訂等が命題の変化として表現される。
こうした命題変化は公理化された推論規則に基づくため、主体の認識変化の意思決定への影響
が明らかになる。 
 また意思決定に対して、主体の現状認識の違いがどのような影響を与えるかを分析するため
に実験経済学の手法を用いる。被験者に異なる情報を与えた時に、同じ状況の意思決定を行って
もらい、その行動の違いを見ることで、「異なる情報＝現状認識の違い」が意思決定に与える影
響の分析を進める。さらにその分析を集合知メカニズムと接合するために、市場メカニズムを援
用し、価格を集合知の一つと捉えた分析も進める。これと並行して、一般の（言語）コミュニケ
ーション空間そのものを集合知形成の場として捉え、その場に適切なルールを設計することで、
効率的な集合知が形成されるかの検証を行う。 
 こうした研究を統合することで、限定合理的主体の帰納的学習理論、限定合理的主体の現状認



識と意思決定、限定合理的主体の情報提供による集合知形成のメカニズムの分析が可能になる。 
３．研究の方法 
(1) 帰納的学習理論：この理論を発展させるために、戦略的議論における聴衆へのコミュニケー
ション分析をおこなった。特に話者が、コミュニケーションの趣旨と異なる内容の情報を提供す
ることをどのように利用するかについて分析した。研究方法としては、まず抽象議論理論とゲー
ム理論を組み合わせた戦略的議論モデルを構築した。このモデルでは、複数の聴衆と多様な価値
観を持つ議論ゲームを定式化し、聴衆の信念基盤と目標の対立を考慮した戦略を検討する。具体
的には、ベイズナッシュ均衡を用いて、議論者が選択する最適な議論や議論ツリーを導出する。
特に、聴衆間で意見が対立する状況において、無関係な情報提供の議論が最適戦略となる条件を
示した。 
(2) 環境認識と意思決定の違い：資産市場取引実験を通じて、情報提供や環境変化が市場参加者
の行動に与える影響を分析した。そのための経済実験を行い、被験者の意思決定に関するデータ
を収集した。具体的には、被験者に仮想的な資産市場で取引を行わせ、その取引データを分析す
ることで検証した。これにより、理論モデルでは説明しきれない実際の行動パターンを明らかに
した。この環境設定においては、情報の有無や内容による行動変化を通じて検証した。分析の一
つとして、被験者から収集した価格予想に関する情報をもとに、市場参加者の短期的な信念情報
や長期的な信念情報を提供し、その影響を比較した。 
(3) コミュニケーションを通じた集合知形成メカニズム 
 コミュニケーション空間に適切なルール設計を行うことで、参加者間の情報共有や発言が活
性化する制度設計について考察した。特に既存の情報共有メカニズムにあるルールを見直すこ
とで、メカニズムが情報共有や発現活性化に与える影響を比較できるように研究を進めた。 
 
４．研究成果 
(1) 帰納的学習理論：聴衆の信念基盤が対立する場合、議論者が無関係な議論を選択することが
ベイズナッシュ均衡で最適な戦略となることを示した。特に、議論者が聴衆の信念基盤や態度、
聴衆間の違いを考慮することで、無関係な議論が最適戦略として選ばれる条件が明確なった。さ
らに、議論ツリーを用いた場合でも同様の結果が得られ、対立する聴衆に対して無関係な議論ツ
リーを選択することが最適であることが示された。 
本研究結果は、政治家が無関係な議論を用いる理由を合理的な視点から説明する。政治的な討
論やメディアでの議論において、聴衆の多様な価値観を考慮した戦略的な議論がどのように形
成されるかを解明し、無関係な議論が選ばれる理由を理論的に裏付けた。 
(2) 環境認識と意思決定の違い：実験経済学による市場取引実験において、短期的な信念情報が
提供された場合、トレーダーは近視眼的な価格予測に依存して行動してしまうため、資産価格の
変化が大きくなり、実際の価値よりも高い評価が頻出する。一方で、長期的な信念情報が提供さ
れた場合には、将来の価格動向を考慮した行動をとることになるため価格変化はそれほど生じ
ず、実際の価値に基づいた価格形成が行われた。実際、長期的な信念情報が提供されることで、
価格バブルの発生が抑制され、価格がファンダメンタルズに近づくことが観察された。 
 また限定合理的主体の学習についても、将来価格の信念改訂という観点から分析されており、
市場参加者は他の参加者の信念情報をもとに、自身の信念を積極的に修正する傾向が見られた。
特に、長期的な信念情報が提供された場合、参加者の信念は中央値に向かって収束することが確
認された。 
(3) コミュニケーションと集合知形成：情報共有として考案された「ビブリオバトル」や市場メ



カニズムを取り入れた「発言権取引」における制度設計をおこなった。前者では、最終的な合意
形成を多数決で行っていた点をボルダールールに変更した。実験的検証に耐えられるほどのデ
ータを集めるまでには至らなかったが、予備調査では参加者の価値が多様であるほど、多数決と
ボルダールールの結果の差が異なる傾向にあった。 
 後者においては、発言権の価値を正確に捉えるようにするために、オークションメカニズムを
導入した。これによりこれまで一個人の希望で取引されていた発言権が、複数の主体の価値評価
を集計する評価が可能になった。これを実装するためのシステム構築が間に合わず、実験データ
の収集は今後の課題となった。 
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